
科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

１２６１３

研究活動スタート支援

2016～2015

日本レコード産業史

The History of the Japanese Record Industry

９０７５４８０４研究者番号：

大久保　いづみ（Okubo, Izumi）

一橋大学・大学院商学研究科・特任助教

研究期間：

１５Ｈ０６２１７

平成 年 月 日現在２９   ６ １９

円     2,000,000

研究成果の概要（和文）：本研究では、日本のレコード産業について、製造業としての特質に着目しつつ、長期
的視野からその発展過程を明らかにした。1967年までの前半期においては、日本レコード産業において企業を取
り巻く環境は大きく変化せず、技術及び音楽ソフト、販売チャネルに強みを持つ戦前期からの上位企業が支配的
な地位を維持した。1968年～1980年の後半期には、参入障壁と先行者優位が消滅して先発企業の市場シェアが低
下し、最終的には後発企業が業界首位となった。本研究では後発企業が音楽ソフトや技術を利用して新規参入に
成功し成長するプロセスも明らかにした。

研究成果の概要（英文）：This research project explores the development process of the Japanese 
record industry from a long-term perspective, focusing on the characteristics as a manufacturing 
industry. In the first phase until 1967, the environment surrounding enterprises did not change 
significantly in the Japanese record industry, and the top companies from the prewar period, which 
had strengths in technology and music software and sales channels, maintained the dominant position.
 During the second phase from 1968 to 1980, the entry barriers and predecessor superiority 
disappeared, the market share of leading companies declined, and eventually the latecomer became the
 leader in the industry. In this research we also clarified the process by which latecomer companies
 succeeded in new entry and grew using music software and technology.

研究分野：経営学、日本経営史
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 
本研究の目的は、日本のレコード産業につ
いて、製造業の観点から捉えなおし、その歴
史的発展経緯を明らかにすることである。な
お、レコード産業に関する先行研究は、人文
学分野においては多数の研究があるが、経営
学・経営史分野における研究は極めて少ない。 
日本レコード産業を対象とした先行研究
についてより詳細に考察すると、以下の 3つ
の問題点が指摘されうる。 
第一に、日本のレコード産業に関する多く
の先行研究においては、レコード産業をソフ
ト産業として捉える見方が浸透しており、製
造業としての側面や技術的な側面に関して
は十分に検討がなされていない（特にこの傾
向は人文学分野における研究において顕著
である）。経営学分野のレコード産業に関す
る主要研究である生明の一連の論文を見て
もやはりレコード産業における製造業とし
ての側面については十分に検討されていな
い（生明, 2009a；2009b）。 
実際には、各時代の主要企業の属性とその
競争上の焦点を歴史的に見ると、レコード産
業は技術戦略を重視する製造業としての側
面が際立つ。産業創始期において、レコード
と再生機・録音機は合体しており、そのため
レコード企業による事業は、音楽ソフト制作
（音楽家および楽曲の調達、吹き込み）だけ
ではなく、録音・再生・メディアに関する技
術開発を含有していた。レコード企業に市場
が求めたものには、ソフト面のみならず技術
面の進展も含まれたのである。従ってレコー
ド産業史においては、音楽制作、宣伝・販売
だけではなく、技術面、製造業としての技術
導入、技術の国産化、独自の技術革新等を重
要な競争上の焦点として検討する必要性が
あると考えられる。 
第二に、経営学・経営史分野における先行
研究は、短期間に生じた特定の論題を綿密に
取り扱っているため、日本のレコード産業に
おける長期的な変容に関しては十分に検討
されていない。例えば大東(2010)は、産業創
始期から 1936 年までの日本レコード産業の
成長要因について、1926 年に対日直接投資
を開始した外国レコード企業の影響に注目
して分析している。そこでの結論は、外資提
携したレコード企業による①電気録音技術
の採用、②音楽家の専属制導入、③流通機構
の整備の 3 点が、産業発展の要因となったと
いうものである。このように大東(2010)は、
音楽ソフト面、販売面のみならず、技術面の
重要性にも着目しているものの、その研究対
象時期は、あくまで戦前期を対象としたもの
である。 
第三に、日本レコード産業は、欧米レコー
ド産業とは異なる独自の発展形態を見せた
ため、国外の研究では見られない独自の日本
レコード産業に関する研究が必要となる。戦
後に起きた技術革新以降、欧米ではそれまで

の垂直統合された形の産業構造が崩れ、寡占
状態が崩壊し、多数の中小企業が誕生した
（Perrow, 1986）。その後は電機企業ではな
くメディア系企業が広告・宣伝事業面から産
業を主導するようになる。日本においても同
様の技術革新が起き、欧米系の電機企業によ
る支配体制は崩れた。しかしながら、支配的
な企業がメディア系となった欧米とは異な
り、日本においてはあくまで電機系企業（ソ
ニー）がレコード産業において主導的な地位
を占め続けたのである。 
 
【参考文献】 
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日本のレコード産業における洋楽ビジネ
スの発展と外資メジャーの攻勢」『広島経
済大学経済研究論集』第 31 巻 第 4 号. 
生明 俊雄（2009b）「外資メジャーの日本市
場への進出を促す要因となった日本のレ
コード産業の構造的変化」『広島経済大学
経済研究論集』第 32 巻 第 2 号. 
大東 英祐（2010）「外国レコード会社のマー
ケティング」佐々木聡・中林真幸編著『講
座・日本経営史 3 組織と戦略の時代 1914
～1937』ミネルヴァ書房. 

Perrow, Charles（1986）, Complex 
Organizations: A Critical Essay, 3rd 
edition, New York: Random House. 

 
２．研究の目的 
 
 以上の背景を踏まえ、本研究の目的は、日
本レコード産業について製造業としての特
質に着目しつつ、長期的視野から同産業の発
展過程を明らかにすることにある。 
代表者はこれまでの研究において既に、日
本レコード産業の創始期から 1956 年までの
時期について詳細な検討を進めてきた（「太
平洋戦争前後の日本レコード産業－競争の
変容と外資提携の意味変化－」『一橋商学論
叢』第 9巻第 1号, 2014年；「第二次世界大
戦以前の日本レコード産業と外資提携－6 
社体制の成立－」『経営史学』第 49 巻第 4
号, 2015年）。 
本研究では、これまでの研究を踏まえ、主
として 1980 年までを対象とし日本レコード
産業の発展過程について分析を進める。1970
年代には、レコード産業誕生時期の 1907 年
から戦後にかけて長きに渡り高い市場シェ
アを維持し続けた日本コロムビア、日本ビク
ターがシェアを急落させ、ソニーがトップに
躍り出た。1978 年以降現在までソニーはほ
ぼトップシェアを維持している。日本レコー
ド産業史において特筆すべきことは、トップ
シェア企業が交代してもなお一貫して日本
レコード産業は電機企業によって主導され
たことにある。本研究ではそのトップシェア
企業交代の要因の解明を含め、日本レコード
産業史の分岐点となる 1970 年代前後の時期
について詳細な分析を行う。 



３．研究の方法 
 
平成 27 年度は、研究の初年度として、主
として資料収集と文献調査を重点的に行っ
た。具体的には、『レコード目録』『工場統計
表』『貿易年表』、各種雑誌・新聞記事、業界
紙、広告資料等を収集した。さらにデータ入
力・データ構築、ヒアリング等を行った。次
年度の論文執筆へ向けて、これらの史料に基
づいて草案を作成した。また、当該研究に関
連する研究会や学会に参加し、研究上重要な
知見を得ることができた。資料収集・調査に
関しては、平成 27 年度に計画していた予定
について順調に終えるとともに、研究会で得
られた知見を受け、当初の計画よりさらに資
料収集・調査対象を追加しサーベイを行う方
針を決定した。 
平成 28 年度は、前年度に行った調査を元
に分析を進め、研究成果の取りまとめを行っ
た。具体的には二本の論文、「レコード産業
の高度成長と企業間競争の変容－外部環境
と競争戦略の変化（1956～1980年）－」『一
橋大学マネジメント・イノベーション研究セ
ンターワーキングペーパーシリーズ』
（No.210, 2017年）、「レコード産業における
後発企業の参入と成長」『一橋商学論叢』( 
第 12 巻第 2号, 2017年）として、研究成果
を公表した。 
 
４．研究成果 
 
  本研究の成果として、主要な研究業績であ
る以下の二本の論文で得られた結論につい
て述べていきたい。 
 
①大久保 いづみ（2017）「レコード産業の高
度成長と企業間競争の変容－外部環境と
競争戦略の変化（1956～1980年）－」『一
橋大学マネジメント・イノベーション研究
センターワーキングペーパーシリーズ』
No.210. 
②大久保 いづみ（2017）「レコード産業にお
ける後発企業の参入と成長」『一橋商学論
叢』第 12 巻第 2号. 
 
前者の論文①では、1956年～1980年にか
けての日本のレコード産業の発展過程につ
いて、第一期（1956～67年）と第二期（1968
～80 年）に時期区分し分析を進めた。1967 
年を区切りとした理由は、1967 年前後にレ
コード産業では技術や市場、外資提携のあり
方に大きな変化が生じた点にある。技術に関
しては、録音技術が進展しステレオレコード
がモノクロレコードに取って代わった。また
新しい記録媒体である音楽テープが 1960 年
代中盤に登場してその生産量が急増し、LP・
EP レコード生産量の伸び率が低下する中で
レコード市場の拡大を牽引した（なお、音楽
テープもレコード産業の範疇に含まれる）。
市場に関しては、1967 年に邦楽レコードの

生産額が洋楽レコードのそれを上回り、この
状態がその後も継続かつ拡大することにな
った。さらに外資提携に関しては 1967 年に
資本の自由化が実施され、これ以降外国企業
と日本企業による合弁会社が複数設立され
ていくことになった。 
第一期は企業を取り巻く環境は大きく変
化せず、戦前から外国企業と提携し技術面、
ソフト面および販売面において優位性を構
築していた日本ビクターと日本コロムビア
が戦前に引き続き支配的な地位を占めた。こ
の理由は、両社とも第二次世界大戦以前から
の技術面、ソフト面（邦楽、洋楽）、販売チ
ャネル面における優位性を維持できたこと
に起因する。 
まず技術面について概観すれば、これら 2
社の技術水準は戦前から競合他社に比して
相対的に高く、大きな技術転換が生じる際に
中心的な役割を果たしていた。戦前までこれ
らの 2社は、外国企業との提携を通じた技術
導入により先進技術を入手しており、さらに
戦後になると世界的な先進技術を自社開発
できるまで技術力を高めることに成功した。 
次にソフト面に関して検討すれば、この時
期は日本レコード産業史の中で洋楽レコー
ドの売上比率が最も高い時期であるととも
に洋楽レコードの売上が拡大しており、その
中で上記の 2社は多くの欧米レコード会社と
レコード原盤契約を結ぶことに成功した。ま
た、邦楽レコードについては洋楽レコードに
比して売上は相対的に小さかったものの、戦
前から作詞家・作曲家・歌手等の音楽家と専
属契約を結び、その囲い込みに成功していた。 
販売チャネル面に関しては、上記 2社は戦
前期に流通機構を整備し特約店制度を導入
しており、小売店との間に強固な結びつきが
あった。さらに小売業界においては、業界団
体による厳しい参入規制があり、販売するレ
コードのメーカーについても限定されてい
たため、既存レコード企業にとって有利な状
況となっていた。 
第二期には、環境変化と共に音楽ソフトの
主流が洋楽から邦楽へ転換し、独自の戦略と
邦楽ソフト制作に強みを持つ新規参入企業
（東芝、ソニー）が業界首位となった。すで
に述べたように、1967 年前後にはレコード
産業では技術や市場、外資提携のあり方に大
きな変化が生じた。このような変化が見られ
る中で戦前から戦後にかけて支配的な地位
を占めていた日本ビクターと日本コロムビ
アの上位 2社のシェアは 1970年代前半に低
下し、ついには新規参入企業である東芝やソ
ニーに業界首位を譲ることになるのである。 
日本ビクターと日本コロムビアがシェア
を下げた原因は、戦前から存在していた技術
面、洋楽ソフト面、邦楽ソフト面、販売チャ
ネル面での先行優位性が消滅したからであ
る。新技術の開発の一巡、技術力の向上によ
る外資提携の有効性の低下、市場ニーズの洋
楽から邦楽へのシフト、洋楽ソフトや邦楽ソ



フトの制作面での新興勢力の台頭、開放的な
販売チャネルの形成などが背景となり、先行
者優位は消滅していった。この中で日本ビク
ターは、事業転換を志向するようになった。
同社は事業の重心をレコード事業からハー
ド事業へ移行させ、音響機器・テレビ・ビデ
オなどの事業へ注力するようになった。日本
コロムビアはこれらに加えて家電事業を重
点化するなどした。しかし日本コロムビアは、
家電事業の失敗により企業そのものの経営
が傾くという結果に陥った。さらに資本の自
由化を契機に、重要な原盤供給元であった
CBS との提携関係が消滅したことの影響も
受け、市場シェアを落としていった。 
 
後者の論文②においては、レコード産業に
おいて後発企業が新規参入に成功し、首位企
業になるプロセスを明らかにした。同産業で
は参入障壁と先行者優位が強く働いていた
ものの、新規参入した東芝とソニーは業界ト
ップに成長した。成長を実現する際には、邦
楽ソフトの獲得と流通チャネルの確立が重
要な焦点となった。また、この時期には音楽
テープという新技術を用いて新規参入する
企業も存在し、この動向も明らかにした。こ
れらの点についてより詳細に見ていけば、以
下のようになる。 
レコード産業への参入やその後の成長に
おいて、大きな障壁（ボトルネック）となる
要因は、大別すれば技術、洋楽ソフト、邦楽
ソフト、流通チャネルの 4つであったと考え
られる。また、新規参入した企業に関しては
「東芝、ソニー」と「パイオニア、キャニオ
ンレコード」の 2つに大別できるだろう。 
  まず、東芝とソニーが 4つの障壁をどのよ
うなアプローチで克服していったのか概観
する。 
技術面について見ると、東芝やソニーは外
国企業との技術提携により技術を導入し、比
較的容易にこれらの資源を手に入れること
ができた。当時、レコード関連の既存の技術
は成熟しており、新規参入企業にとって基本
的な技術の導入は容易であった。 
 洋楽ソフト面について見ると、洋楽の供給
元である欧米のレコード産業において既存
企業による市場の独占が崩れたことにより、
日本の新規参入企業がこれまでよりも容易
に欧米レコード企業と契約を締結すること
ができるようになった。同時に洋楽ソフトの
重要性も薄れつつあり、新規参入企業にとっ
て、洋楽ソフトは障壁としての意味合いを失
いつつあった。 
 邦楽ソフトについて見ると、先発企業が多
くの人気作詞家・作曲家・歌手と堅固な専属
契約を結んで独占しているために、両社とも
ソフトの獲得に苦労することになった。東芝
はこの障壁をあくまで外部からの資源獲得
によって克服した。東芝が成長期にあった時
代には、ラジオやテレビの民間放送の開始に
ともない音楽家の活躍の場が拡大・多様化す

る中で、音楽ソフトの制作を独立して行う原
盤制作会社が生まれてきた。この新たなソフ
トの供給元と連携することで東芝は邦楽ソ
フトを入手することに成功した。これに対し
てソニーは、自らこれまでにはない音楽ソフ
トを積極的に作り出すことによって邦楽ソ
フトを獲得していった。さらにソニーは先発
企業では全く行われてこなかったマーケテ
ィングをレコード事業に導入し、それに基づ
いて時代に合う音楽を制作していったので
ある。 
最後に流通チャネルに関しては、東芝の果
たした役割が大きかった。東芝によって既存
の流通チャネルの障壁が崩されることによ
って、それ以後流通チャネルは大きな障壁と
はならなかったのである。 
 次にパイオニアとキャニオンレコードが
どのように 4つの障壁を克服していったのか
概観する。まず技術については、前述の東芝
とソニーは外国企業との提携から導入した
のに対して、これらの 2社は音楽テープとい
う完全に新しい技術、新しいメディア（記録
媒体）を利用した。パイオニアの場合は、既
存の事業ですでにカー・ステレオを生産して
おり、音楽テープについても放送局（文化放
送）との協力による技術開発で量販体制を整
えていたため、技術面での障壁は存在しなか
った。キャニオンレコードもニッポン放送と
の協力により音楽テープの技術面で既存の
レコード企業より優位性があった。次にソフ
ト面に関しては、参入当時は音楽テープに関
して著作権法に不備があったために容易に
獲得することができ、その後独自のソフト制
作も行っていった。また、ソニーの場合と同
様に流通チャネルに関する障壁も東芝の貢
献によってすでに存在しなかった。「東芝、
ソニー」は主にソフトに働きかけたのに対し、
「パイオニア、キャニオンレコード」は新し
い技術によってレコード事業に参入したと
言える。 
最後に後発企業によるレコード産業への
参入と成長を可能とさせた要因をまとめれ
ば以下の 3点が指摘可能である。第一にこの
時期には外部環境に大きな変化が生じ、後発
企業はそれをうまく活用することに成功し
た。東芝が参入する際には、邦楽に対して洋
楽の人気が高まり、この洋楽を外部から入手
することによって参入と成長が可能になっ
た。さらには、資本の自由化も生じており、
提携相手を見つけやすい環境にあった。ソニ
ーが参入した際には、邦楽の流行が流行歌や
演歌からポップスへと移行した。既存の各社
は、多くの専属歌手を有するもののそれらは
流行歌や演歌の歌手であり、ポップスの歌手
の獲得や育成は比較的容易だったのである。 
第二に、自社の既存資源が新規参入を容易
化させる側面もあった。ソニーはマーケティ
ング能力が高く、これを音楽分野にも活用し
先進的な音楽を創出しその市場において優
位性を獲得することができた。また、パイオ



ニアはカー・ステレオを取り扱っていたが故
に、いち早く音楽テープの市場の将来性に気
づくことができた。 
第三に、技術進歩が既存の競争の枠組みの 
外で競争を行うことを可能とさせた。高度経
済成長期には電機電子分野で目覚ましい進
展が見られた。これによりレコードという既
存のメディアを用いずに音楽コンテンツ産
業へと参入することができるようになった。
そして、その領域においては既存のルール
（例えば著作権法など）も適応されず、有力
な競合企業も存在しなかった。このような条
件が新しい企業の参入と成長を可能とさせ
た側面があったのである。 
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